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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
　お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／債券

信託期間 無期限（設定日：2002年３月７日）

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、実質
的に日本の公社債に投資し、信託財産の
中長期的な成長を図ることを目標に運用
を行います。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主
要投資対象とします。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

日本の公社債

当ファンドの
運用方法

■中長期的にＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総
合）を上回る投資成果を目指して運用
を行います。

■マザーファンドへの投資を通じて、主
として日本の公社債に投資します。

組入制限 当ファンド

■外貨建資産への投資は行いません。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

■外貨建資産への投資は行いません。

分配方針
■年１回（原則として毎年３月６日。休
業日の場合は翌営業日）決算を行い、
分配金額を決定します。

■分配対象額は、経費控除後の利子・配
当等収益と売買益（評価益を含みま
す。）等の全額とします。

■分配金額は、委託会社が基準価額の水
準等を勘案して決定します。

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

ファンドは複利効果による信託財産の
成長を優先するため、分配を極力抑制
します。（基準価額水準、市況動向等
によっては変更する場合がありま
す。）

三井住友・
日本債券
年金ファンド

【運用報告書（全体版）】

（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

第 22 期

決算日 2024年３月６日

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、

実質的に日本の公社債に投資し、信託財産の中長

期的な成長を図ることを目標に運用を行います。

当期についても、運用方針に沿った運用を行いま

した。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。
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三井住友・日本債券年金ファンド

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 （ベ ン チ マ ー ク）

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合） 公 社 債
組入比率

債券先物
比 率
(買建－売建)

純 資 産
総 額

(分配落) 税 込
分 配 金

期 中
騰 落 率

期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円
18期（2020年３月６日） 12,552 0 1.7 394.08 2.2 100.0 － 6,378
19期（2021年３月８日） 12,238 0 △2.5 385.04 △2.3 99.8 － 6,404
20期（2022年３月７日） 12,169 0 △0.6 383.60 △0.4 99.6 － 6,432
21期（2023年３月６日） 11,654 0 △4.2 368.55 △3.9 99.4 － 6,013
22期（2024年３月６日） 11,596 0 △0.5 367.04 △0.4 90.6 8.3 5,910
※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表している指数で、その知的財

産権は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者に帰属します。なお、野村フィデューシャ

リー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を用いて行われる三井住友DSアセット

マネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。また、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティン

グ株式会社およびその許諾者は当ファンドの運営に何ら関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものでは

ありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 （ベ ン チ マ ー ク）

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合） 公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率
(買建－売建)騰 落 率 騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％ ％
2023年３月６日 11,654 － 368.55 － 99.4 －

３月末 11,840 1.6 374.74 1.7 95.4 1.4
４月末 11,875 1.9 375.61 1.9 96.5 3.0
５月末 11,862 1.8 375.27 1.8 96.5 3.0
６月末 11,890 2.0 376.29 2.1 96.0 3.1
７月末 11,710 0.5 370.43 0.5 92.1 7.2
８月末 11,625 △0.2 367.76 △0.2 89.0 10.6
９月末 11,548 △0.9 365.13 △0.9 91.8 7.5
10月末 11,382 △2.3 359.31 △2.5 87.0 11.9
11月末 11,601 △0.5 366.88 △0.5 84.7 14.6
12月末 11,643 △0.1 368.38 △0.0 90.9 8.6

2024年１月末 11,556 △0.8 365.75 △0.8 87.7 11.4
２月末 11,591 △0.5 366.90 △0.4 90.8 8.3

（期　　　末）
2024年３月６日 11,596 △0.5 367.04 △0.4 90.6 8.3

※騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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三井住友・日本債券年金ファンド

１ 運用経過
基準価額等の推移について（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。
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純資産総額（百万円）: 右軸

ベンチマーク : 左軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸
基準価額（円）: 左軸

期　　首 11,654円

期　　末 11,596円
（既払分配金0円（税引前））

騰 落 率 －0.5％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドのベンチマークは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）です。
※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表している指
数で、その知的財産権は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者に帰属し
ます。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ－
ＢＰＩ（総合）を用いて行われる三井住友DSアセットマネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負
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三井住友・日本債券年金ファンド

基準価額の主な変動要因（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

　当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、実質的に日本の公社債に投資しました。Ｎ
ＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）をベンチマークとし、４つの投資戦略（デュレーション、残存期間別
構成、債券種別構成、銘柄選択）によりベンチマークを上回る投資成果を目指しました。

上昇要因
●2023年11月から2024年１月にかけて、インフレ鈍化を背景に海外中央銀行が金融引
き締め姿勢を後退させ、海外金利が低下したことに追随して、国内金利が低下（債券価
格は上昇）したこと

下落要因
●日銀が長期金利（10年国債利回り）の変動幅を抑制するためのイールドカーブ・コント
ロール（長短金利操作）政策の運用柔軟化を進め、実質的な上限を引き上げたことから、
国内金利が上昇したこと

いません。また、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者は当ファンドの
運営に何ら関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。
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三井住友・日本債券年金ファンド

投資環境について（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

日本の長期金利の代表とされる10年国債利回りは、上昇しました。

　期初、ほどなくして米国での銀行破綻を
契機にリスク回避の動きが強まると、海外
金利の低下に追随して日本の金利も急低下
しました。しかし、各国金融当局が金融不
安の解消に向けた対応を迅速に打出したこ
とからリスク回避の動きは和らぎ、４月に
は日本の金利は概ね低下分を戻す形で上昇
しました。その後しばらくは、植田新総裁
となった日銀が金融緩和政策の継続姿勢を
示したことで、日本の長期金利は0.5％を下
回る水準での推移を続けました。
　７月の金融政策決定会合で、日銀はイー
ルドカーブ・コントロールの運用柔軟化を
決定し、長期金利の変動幅は０±0.50％程
度を目途としつつも、指値オペ（日銀が指定
する利回りで国債を無制限に買い入れるオ
ペ）の水準を0.5％から1.0％へ引き上げたこ
とから、金利は上昇基調となりました。海

外金利の大幅な上昇を受けて国内金利の上
昇が続くと、10月には、日銀は長期金利の
上昇の目途を1.0％とするなどイールドカー
ブ・コントロールの一段の運用柔軟化を決
定しました。
　11月以降は、米国でＦＲＢ（米連邦準備制
度理事会）議長がハト派（景気を重視する立
場）姿勢を示したことや経済指標の悪化を
きっかけに米国金利が大きく低下したこと
から、国内金利も低下に転じました。しか
し、2024年１月に、国債入札の不調な結果
が続き投資家需要の乏しさが確認されたこ
とや、金融政策決定会合後の植田日銀総裁
の会見が政策変更が近づいていることを意
識させるタカ派（インフレ抑制を重視する立
場）的な内容であったため、金利は再び上昇
しました。

ポートフォリオについて（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

当ファンド

　主要投資対象である「国内債券マザーファ
ンド（Ｂ号）」を高位に組み入れました。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

●デュレーション（投資資金の平均回収期間：
金利の変動による債券価格の感応度）
　インフレ懸念を背景とした海外金利の上
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三井住友・日本債券年金ファンド

昇や日銀が政策修正を進める可能性を考慮
し、ベンチマーク対比短めを中心に運営し
ました。11月以降は、海外金利低下の影響
を考慮し、概ねベンチマーク並みとする方
針へ変更しました。

●残存期間別構成
　日銀の政策修正による影響が相対的に大
きい長期、超長期債の割合を、金利上昇を

見込む局面では低めとするなど、デュレー
ション戦略に合わせて調整しました。

●債券種別構成
　期を通して事業債をベンチマーク対比で
オーバーウェイトとしました。７月にかけ
てはオーバーウェイト幅を拡大、８月から
10月にかけては縮小、11月以降は再び拡大
しました。

※基準価額は分配金再投資ベース

-0.5
-0.4

（％）

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

ベンチマーク
基準価額

ベンチマークとの差異について（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

基準価額とベンチマークの騰落率対比
　当ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総
合）をベンチマークとしています。
　記載のグラフは、基準価額とベンチマーク
の騰落率の対比です。
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三井住友・日本債券年金ファンド

ベンチマークとの差異の状況および要因

　基準価額の騰落率は－0.5％（分配金再投資ベース）となり、ベンチマークの騰落率－0.4％を
0.1％下回りました。
プ ラ ス 要 因
●金利の変動に合わせたデュレーション戦略や、長期債および超長期債を中心に残存期間
配分を調整したこと

●事業債のオーバーウェイトや、スプレッド（国債に対する上乗せ金利）の縮小を見込める
銘柄を組み入れたこと

マイナス要因
●信託報酬等の支払い

分配金について（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合がありま
す。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第22期

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％）

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 2,526

　期間の分配は、複利効果による信託財産の
成長を優先するため、見送りといたしました。
　なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。
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２ 今後の運用方針
当ファンド

　主要投資対象である「国内債券マザーファ
ンド（Ｂ号）」を高位に組み入れて運用を行い
ます。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

　国内景気は足踏みしているものの、先行
きはインフレ鈍化や賃金上昇が内需のサ
ポートとなり、緩やかな回復基調に戻る見
通しです。ＣＰＩコア（生鮮食品除く消費者
物価指数）の前年比伸び率は、政策効果に
よって＋２％台に低下しており、先行きも
輸入物価を起点とするコストプッシュ圧力
の弱まりにより緩やかに減速基調が続く見

通しです。日銀は賃金、物価上昇の好循環
への確度が高まったタイミングでの政策変
更を示唆しており、春闘の大勢が判明する
春先に、マイナス金利解除を中心とした政
策変更を実施する見込みです。国内金利は、
日銀の金融政策修正への警戒が高まってい
ることから上昇圧力がかかりやすいものの、
先行きの利下げを意識した欧米金利の動向
にも影響される展開を想定します。
　上記の投資環境認識を踏まえ、デュレー
ションはベンチマーク対比で短めとし、金
利水準や需給環境の変化に応じて機動的に
変更します。残存期間別構成は、デュレー
ション方針やイールドカーブの形状変化に
応じて調整します。債券種別構成では、事
業債のオーバーウェイトを継続します。

３ お知らせ
約款変更について

　該当事項はございません。
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三井住友・日本債券年金ファンド

１万口当たりの費用明細（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 64円 0.550％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は11,685円です。
投信会社:ファンド運用の指図等の対価
販売会社:交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社:ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （30） （0.253）

（販 売 会 社） （30） （0.253）

（受 託 会 社） （5） （0.044）

（b） 売買委託手数料 0 0.001 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料:有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （－） （－）

（先物・オプション） （0） （0.001）

（投資信託証券） （－） （－）

（c） 有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d） そ の 他 費 用 0 0.002 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他:信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （0） （0.000）

（監 査 費 用） （0） （0.002）

（そ の 他） （0） （0.000）

合 計 65 0.553

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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三井住友・日本債券年金ファンド

参考情報 総経費率（年率換算）

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.55％です。

総経費率
0.55%

運用管理費用（投信会社）

0.25%

運用管理費用（販売会社）

0.25%

運用管理費用（受託会社）

0.04%

その他費用

0.00%
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三井住友・日本債券年金ファンド

当期中の売買及び取引の状況（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
国内債券マザーファンド（Ｂ号） 374,943 513,912 453,517 619,992

利害関係人との取引状況等（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

(1) 利害関係人との取引状況

三井住友・日本債券年金ファンド

　当期中における利害関係人との取引等はありません。

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公 社 債 633,448 15,167 2.4 617,227 10,604 1.7

※平均保有割合　2.0％

※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。

(3) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 買 付 額

百万円
公 社 債 29,600

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社、住友三井オートサービス株式会社です。

(2) 利害関係人の発行する有価証券等

国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 買 付 額 売 付 額 期 末 保 有 額

百万円 百万円 百万円
公 社 債 － 200 －
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三井住友・日本債券年金ファンド

組入れ資産の明細（2024年３月６日現在）

親投資信託残高

種 類
期 首(前期末) 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
国内債券マザーファンド（Ｂ号） 4,430,743 4,352,169 5,926,784

※国内債券マザーファンド（Ｂ号）の期末の受益権総口数は241,300,754,901口です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

投資信託財産の構成� （2024年３月６日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
国 内 債 券 マ ザ ー フ ァ ン ド （Ｂ 号） 5,926,784 99.8

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 9,163 0.2

投 資 信 託 財 産 総 額 5,935,947 100.0
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三井住友・日本債券年金ファンド

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2024年３月６日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 5,935,947,965円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 4,683,123

国内債券マザーファンド(Ｂ号)(評価額) 5,926,784,739

未 収 入 金 4,480,103

(B) 負 債 25,452,571

未 払 解 約 金 9,118,326

未 払 信 託 報 酬 16,275,395

そ の 他 未 払 費 用 58,850

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 5,910,495,394

元 本 5,096,843,322

次 期 繰 越 損 益 金 813,652,072

(D) 受 益 権 総 口 数 5,096,843,322口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,596円

※当期における期首元本額5,159,825,376円、期中追加設定元本額
733,168,019円、期中一部解約元本額796,150,073円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額（元本の欠損）となります。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。

損益の状況
（自2023年３月７日　至2024年３月６日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 △        1,125円
受 取 利 息 129
支 払 利 息 △        1,254

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 1,182,385
売 買 益 7,015,749
売 買 損 △    5,833,364

(C) 信 託 報 酬 等 △   33,250,690
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △   32,069,430
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △  144,434,471
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 990,155,973

(配 当 等 相 当 額) (　1,097,538,155)
(売 買 損 益 相 当 額) (△  107,382,182)

(G) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 813,652,072
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 813,652,072
追 加 信 託 差 損 益 金 990,155,973
(配 当 等 相 当 額) (　1,097,879,487)
(売 買 損 益 相 当 額) (△  107,723,514)
分 配 準 備 積 立 金 189,702,715
繰 越 損 益 金 △  366,206,616

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。
※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公

社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定
をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

当 期

(a) 経費控除後の配当等収益 2,853,628円
(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 0
(c) 収益調整金 1,097,879,487
(d) 分配準備積立金 186,849,087
(e) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 1,287,582,202

１万口当たり当期分配対象額 2,526.23
(f) 分配金 0

１万口当たり分配金 0

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。

分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
当 期

0円
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）
第24期（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

信託期間 無期限（設定日：2000年９月19日）

運用方針 主として日本の公社債に投資し、中長期的にＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を上回る投資成果を目
指して運用を行います。

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 （ベ ン チ マ ー ク）

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ(総合) 公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率
(買建－売建)

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率
期 中
騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％ 百万円
20期（2020年３月６日） 14,411 2.2 394.08 2.2 99.7 － 215,613

21期（2021年３月８日） 14,131 △1.9 385.04 △2.3 99.5 － 181,204

22期（2022年３月７日） 14,130 △0.0 383.60 △0.4 99.3 － 217,395

23期（2023年３月６日） 13,609 △3.7 368.55 △3.9 99.1 － 288,547

24期（2024年３月６日） 13,618 0.1 367.04 △0.4 90.4 8.2 328,603

※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表している指数で、その知的財

産権は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者に帰属します。なお、野村フィデューシャ

リー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）を用いて行われる三井住友DSアセット

マネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。また、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティン

グ株式会社およびその許諾者は当ファンドの運営に何ら関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものでは

ありません。
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 （ベ ン チ マ ー ク）

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ(総合) 公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率
(買建－売建)騰 落 率 騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％ ％
2023年３月６日 13,609 － 368.55 － 99.1 －

３月末 13,831 1.6 374.74 1.7 95.4 1.4

４月末 13,878 2.0 375.61 1.9 96.4 3.0

５月末 13,870 1.9 375.27 1.8 96.4 3.0

６月末 13,909 2.2 376.29 2.1 95.8 3.1

７月末 13,705 0.7 370.43 0.5 91.9 7.2

８月末 13,612 0.0 367.76 △0.2 88.7 10.5

９月末 13,528 △0.6 365.13 △0.9 91.8 7.5

10月末 13,341 △2.0 359.31 △2.5 86.9 11.9

11月末 13,603 △0.0 366.88 △0.5 84.6 14.6

12月末 13,658 0.4 368.38 △0.0 90.7 8.6

2024年１月末 13,563 △0.3 365.75 △0.8 87.5 11.4

２月末 13,610 0.0 366.90 △0.4 90.5 8.3

（期　　　末）
2024年３月６日 13,618 0.1 367.04 △0.4 90.4 8.2

※騰落率は期首比です。
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

１ 運用経過

基準価額等の推移について（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

基準価額等の推移

期 首 13,609円

期 末 13,618円

騰 落 率 ＋0.1％

※ベンチマークは、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドのベンチマークは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）です。
※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表している
指数で、その知的財産権は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者に帰属
します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者は、ＮＯＭＵＲＡ
－ＢＰＩ（総合）を用いて行われる三井住友DSアセットマネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任
を負いません。また、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびその許諾者は当ファン
ドの運営に何ら関与するものではなく、ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

0

200,000

400,000

期首 '23/4 5 6 7 8 9 10 11 12 '24/1 2 期末

基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸

ベンチマーク：左軸

基準価額の主な変動要因（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

　当ファンドは、日本の公社債を主要投資対象として運用を行いました。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
（総合）をベンチマークとし、４つの投資戦略（デュレーション、残存期間別構成、債券種別構
成、銘柄選択）によりベンチマークを上回る投資成果を目指しました。

上昇要因

・2023年11月から2024年１月にかけて、インフレ鈍化を背景に海外中央銀行が金融
引き締め姿勢を後退させ、海外金利が低下したことに追随して、国内金利が低下
（債券価格は上昇）したこと

・金利リスクおよびクレジットリスクを機動的にコントロールし、債券価格が下落
する局面での基準価額の悪化を抑制したこと

下落要因
・日銀が長期金利（10年国債利回り）の変動幅を抑制するためのイールドカーブ・
コントロール（長短金利操作）政策の運用柔軟化を進め、実質的な上限を引き上
げたことから、国内金利が上昇したこと
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

投資環境について（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

日本の長期金利の代表とされる10年国債利回りは、上昇しました。

　期初、ほどなくして米国での銀行破綻を契機にリスク回避の動きが強まると、海外金利の低下

に追随して日本の金利も急低下しました。しかし、各国金融当局が金融不安の解消に向けた対応

を迅速に打出したことからリスク回避の動きは和らぎ、４月には日本の金利は概ね低下分を戻す

形で上昇しました。その後しばらくは、植田新総裁となった日銀が金融緩和政策の継続姿勢を示

したことで、日本の長期金利は0.5％を下回る水準での推移を続けました。

　７月の金融政策決定会合で、日銀はイールドカーブ・コントロールの運用柔軟化を決定し、長

期金利の変動幅は０±0.50％程度を目途としつつも、指値オペ（日銀が指定する利回りで国債を

無制限に買い入れるオペ）の水準を0.5％から1.0％へ引き上げたことから、金利は上昇基調とな

りました。海外金利の大幅な上昇を受けて国内金利の上昇が続くと、10月には、日銀は長期金利

の上昇の目途を1.0％とするなどイールドカーブ・コントロールの一段の運用柔軟化を決定しま

した。

　11月以降は、米国でＦＲＢ（米連邦準備制度理事会）議長がハト派（景気を重視する立場）姿

勢を示したことや経済指標の悪化をきっかけに米国金利が大きく低下したことから、国内金利も

低下に転じました。しかし、2024年１月に、国債入札の不調な結果が続き投資家需要の乏しさが

確認されたことや、金融政策決定会合後の植田日銀総裁の会見が政策変更が近づいていることを

意識させるタカ派（インフレ抑制を重視する立場）的な内容であったため、金利は再び上昇しま

した。

ポートフォリオについて（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

デュレーション（投資資金の平均回収期間：金利の変動による債券価格の感応度）

　インフレ懸念を背景とした海外金利の上昇や日銀が政策修正を進める可能性を考慮し、ベンチ

マーク対比短めを中心に運営しました。11月以降は、海外金利低下の影響を考慮し、概ねベンチ

マーク並みとする方針へ変更しました。

残存期間別構成

　日銀の政策修正による影響が相対的に大きい長期、超長期債の割合を、金利上昇を見込む局面

では低めとするなど、デュレーション戦略に合わせて調整しました。
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　当ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総

合）をベンチマークとしています。

　記載のグラフは、基準価額とベンチマーク

の騰落率の対比です。

ベンチマークとの差異について（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

基準価額とベンチマークの騰落率対比

0.1

-0.4

（％）

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

ベンチマーク

基準価額

【ベンチマークとの差異の状況および要因】

　基準価額の騰落率は＋0.1％となり、ベンチマークの騰落率－0.4％を0.5％上回りました。

プラス要因

・金利の変動に合わせたデュレーション戦略や、長期債および超長期債を中心

に残存期間配分を調整したこと

・事業債のオーバーウェイトや、スプレッド（国債に対する上乗せ金利）の縮

小を見込める銘柄を組み入れたこと

債券種別構成

　期を通して事業債をベンチマーク対比でオーバーウェイトとしました。７月にかけてはオー

バーウェイト幅を拡大、８月から10月にかけては縮小、11月以降は再び拡大しました。
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２ 今後の運用方針

　国内景気は足踏みしているものの、先行きはインフレ鈍化や賃金上昇が内需のサポートとなり、

緩やかな回復基調に戻る見通しです。ＣＰＩコア（生鮮食品除く消費者物価指数）の前年比伸び

率は、政策効果によって＋２％台に低下しており、先行きも輸入物価を起点とするコストプッ

シュ圧力の弱まりにより緩やかに減速基調が続く見通しです。日銀は賃金、物価上昇の好循環へ

の確度が高まったタイミングでの政策変更を示唆しており、春闘の大勢が判明する春先に、マイ

ナス金利解除を中心とした政策変更を実施する見込みです。国内金利は、日銀の金融政策修正へ

の警戒が高まっていることから上昇圧力がかかりやすいものの、先行きの利下げを意識した欧米

金利の動向にも影響される展開を想定します。

　上記の投資環境認識を踏まえ、デュレーションはベンチマーク対比で短めとし、金利水準や需

給環境の変化に応じて機動的に変更します。残存期間別構成は、デュレーション方針やイールド

カーブの形状変化に応じて調整します。債券種別構成では、事業債のオーバーウェイトを継続し

ます。

１万口当たりの費用明細（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要

(a) 売 買 委 託 手 数 料 0円 0.001％ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（先物・オプション） (0) (0.001)

(b) そ の 他 費 用 0 0.000 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金

の送回金・資産の移転等に要する費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） (0) (0.000)

（そ の 他） (0) (0.000)

合 計 0 0.001

期中の平均基準価額は13,683円です。

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
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当期中の売買及び取引の状況（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

(1) 公社債

買 付 額 売 付 額

千円 千円

国 内

国 債 証 券 577,285,442 586,802,867

地 方 債 証 券 － －
(  1,200,000)

特 殊 債 券 2,400,000 1,119,680
(  2,191,656)

社 債 券 53,763,059 29,305,198
(    100,000)

※金額は受渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。）

※（　）内は償還等による減少分で、上段の数字には含まれておりません。

※社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。

(2) 先物取引の種類別取引状況

種 類 別
買 建 売 建

新 規 買 付 額 決 済 額 新 規 売 付 額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
債 券 先 物 取 引 184,690 157,978 － －

※金額は受渡し代金。

利害関係人との取引状況等（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

(1) 利害関係人との取引状況

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公 社 債 633,448 15,167 2.4 617,227 10,604 1.7

(2) 利害関係人の発行する有価証券等

種 類 買 付 額 売 付 額 期 末 保 有 額

百万円 百万円 百万円
公 社 債 － 200 －
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(3) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券

種 類 買 付 額

百万円
公 社 債 29,600

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社、住友三井オートサービス株式会社です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2023年３月７日から2024年３月６日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

組入れ資産の明細（2024年３月６日現在）

(1) 公社債

Ａ　債券種類別開示

国内（邦貨建）公社債

区 分

期 末

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

５ 年 以 上 ２ 年 以 上 ２ 年 未 満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

国 債 証 券 210,632,000 203,578,645 62.0 － 40.7 0.1 21.1
(166,582,000) (160,911,460) (49.0) (－) (27.8) ( 0.1) (21.1)

地 方 債 証 券 4,500,000 4,571,696 1.4 － － 0.7 0.6
(  4,500,000) (  4,571,696) ( 1.4) (－) (  －) ( 0.7) ( 0.6)

特 殊 債 券
（除く金融債券）

15,983,583 15,782,460 4.8 － 3.2 1.2 0.5
( 15,983,583) ( 15,782,460) ( 4.8) (－) ( 3.2) ( 1.2) ( 0.5)

普 通 社 債 券 73,300,000 72,965,865 22.2 － 11.6 8.7 1.9
( 73,300,000) ( 72,965,865) (22.2) (－) (11.6) ( 8.7) ( 1.9)

合 計 304,415,583 296,898,667 90.4 － 55.5 10.7 24.1
(260,365,583) (254,231,483) (77.4) (－) (42.5) (10.7) (24.1)

※（　）内は非上場債で内書きです。

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
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Ｂ　個別銘柄開示

国内（邦貨建）公社債

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円

国 債 証 券

455　２年国債 0.0050 13,200,000 13,164,492 2025/12/01
456　２年国債 0.1000 7,100,000 7,091,551 2026/01/01
457　２年国債 0.1000 45,700,000 45,638,762 2026/02/01
458　２年国債 0.2000 3,500,000 3,501,365 2026/03/01
160　５年国債 0.2000 300,000 298,539 2028/06/20
363　10年国債 0.1000 10,600,000 10,319,948 2031/06/20
364　10年国債 0.1000 3,500,000 3,397,030 2031/09/20
372　10年国債 0.8000 4,937,000 4,992,294 2033/09/20
373　10年国債 0.6000 13,700,000 13,562,041 2033/12/20
149　20年国債 1.5000 7,010,000 7,530,071 2034/06/20
151　20年国債 1.2000 2,020,000 2,105,466 2034/12/20
153　20年国債 1.3000 1,430,000 1,502,458 2035/06/20
154　20年国債 1.2000 1,360,000 1,412,237 2035/09/20
155　20年国債 1.0000 2,760,000 2,801,344 2035/12/20
160　20年国債 0.7000 50,000 48,353 2037/03/20
163　20年国債 0.6000 2,250,000 2,125,462 2037/12/20
164　20年国債 0.5000 3,260,000 3,025,834 2038/03/20
165　20年国債 0.5000 4,300,000 3,974,060 2038/06/20
167　20年国債 0.5000 4,330,000 3,969,224 2038/12/20
30　30年国債 2.3000 510,000 592,013 2039/03/20
168　20年国債 0.4000 1,000,000 898,670 2039/03/20
170　20年国債 0.3000 3,600,000 3,154,968 2039/09/20
173　20年国債 0.4000 4,850,000 4,257,524 2040/06/20
175　20年国債 0.5000 2,950,000 2,608,567 2040/12/20
181　20年国債 0.9000 750,000 695,400 2042/06/20
182　20年国債 1.1000 665,000 636,099 2042/09/20
183　20年国債 1.4000 3,800,000 3,814,174 2042/12/20
184　20年国債 1.1000 1,300,000 1,236,729 2043/03/20
185　20年国債 1.1000 2,800,000 2,656,276 2043/06/20
186　20年国債 1.5000 11,170,000 11,315,321 2043/09/20
42　30年国債 1.7000 1,170,000 1,221,093 2044/03/20
45　30年国債 1.5000 3,250,000 3,265,502 2044/12/20
46　30年国債 1.5000 1,130,000 1,133,616 2045/03/20
48　30年国債 1.4000 1,770,000 1,736,936 2045/09/20
52　30年国債 0.5000 210,000 168,659 2046/09/20
55　30年国債 0.8000 1,000,000 852,690 2047/06/20
59　30年国債 0.7000 2,550,000 2,097,222 2048/06/20
60　30年国債 0.9000 2,790,000 2,399,344 2048/09/20
61　30年国債 0.7000 350,000 285,719 2048/12/20
67　30年国債 0.6000 3,980,000 3,094,609 2050/06/20
70　30年国債 0.7000 3,800,000 3,004,318 2051/03/20
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種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

71　30年国債 0.7000 870,000 685,464 2051/06/20
72　30年国債 0.7000 150,000 117,775 2051/09/20
73　30年国債 0.7000 200,000 156,636 2051/12/20
74　30年国債 1.0000 1,620,000 1,372,123 2052/03/20
75　30年国債 1.3000 3,050,000 2,782,393 2052/06/20
76　30年国債 1.4000 2,511,000 2,341,482 2052/09/20
78　30年国債 1.4000 1,360,000 1,264,691 2053/03/20
79　30年国債 1.2000 500,000 442,040 2053/06/20
80　30年国債 1.8000 8,080,000 8,230,772 2053/09/20
81　30年国債 1.6000 1,100,000 1,067,682 2053/12/20
10　40年国債 0.9000 150,000 117,999 2057/03/20
11　40年国債 0.8000 400,000 301,876 2058/03/20
14　40年国債 0.7000 1,350,000 950,319 2061/03/20
15　40年国債 1.0000 509,000 394,775 2062/03/20
16　40年国債 1.3000 2,080,000 1,766,627 2063/03/20

小 計 － 210,632,000 203,578,645 －

地 方 債 証 券

６　東京都20年 2.0000 600,000 611,401 2025/03/19
154　共同発行地方 0.4050 600,000 601,939 2026/01/23
155　共同発行地方 0.2200 900,000 899,514 2026/02/25
28－３　埼玉県公債 0.0800 200,000 199,234 2026/05/25
759　東京都公債 0.0750 100,000 99,438 2026/09/18
763　東京都公債 0.1500 100,000 99,564 2026/12/18
28－10　埼玉県公債 0.2200 100,000 99,839 2027/03/29
４　埼玉県20年 2.1800 400,000 426,274 2027/09/21
29－４　横浜市公債 0.2300 1,000,000 996,634 2027/10/15
14　東京都20年 2.3100 500,000 537,855 2028/03/17

小 計 － 4,500,000 4,571,696 －

特 殊 債 券
（除く金融債券）

67　地方公共団体 0.5010 800,000 801,519 2024/12/27
71政保地方公共団 0.3910 214,000 214,638 2025/04/25
73政保地方公共団 0.4840 201,000 201,875 2025/06/13
75政保地方公共団 0.4400 303,000 304,147 2025/08/15
Ｆ172地方公共団体 1.1550 300,000 304,810 2026/05/29
Ｆ77　地方公共団体 1.5190 100,000 102,830 2026/10/20
91　地方公共団体 0.1550 400,000 396,772 2026/12/28
20　公営企業20年 2.2500 400,000 421,765 2027/03/24
Ｆ116地方公共団体 1.4810 100,000 103,182 2027/04/23
Ｆ143地方公共団体 1.3510 500,000 514,948 2027/08/25
Ｆ134地方公共団体 1.3480 200,000 206,357 2028/03/17
Ｆ306地方公共団体 0.6050 300,000 300,664 2028/03/22
24　公営企業20年 2.2900 200,000 214,145 2028/04/25
Ｆ163地方公共団体 1.0500 100,000 102,009 2028/04/28
Ｆ225地方公共団体 1.0440 100,000 101,997 2028/08/30
Ｆ80　地方公共団体 1.6580 400,000 419,374 2028/11/07
２　地方公共団15年 1.1610 500,000 513,039 2028/12/28
Ｆ226地方公共団体 1.0960 100,000 102,350 2029/02/28
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種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

２　地方公営20年 2.2900 250,000 271,117 2029/04/27
Ｆ303地方公共団体 0.6730 100,000 100,250 2029/10/26
９　地方公共団20年 1.9270 800,000 864,051 2030/07/26
７　住宅機構ＲＭＢＳ 2.1400 9,787 9,799 2042/11/10
46　住宅機構ＲＭＢＳ 1.8500 34,448 35,788 2046/03/10
48　住宅機構ＲＭＢＳ 1.8900 32,762 34,006 2046/05/10
50　住宅機構ＲＭＢＳ 1.6700 17,313 17,891 2046/07/10
57　住宅機構ＲＭＢＳ 1.4400 23,298 24,010 2047/02/10
59　住宅機構ＲＭＢＳ 1.4400 24,737 25,518 2047/04/10
71　住宅機構ＲＭＢＳ 1.0700 27,802 28,213 2048/04/10
88　住宅機構ＲＭＢＳ 0.9300 75,854 76,149 2049/09/10
90　住宅機構ＲＭＢＳ 0.8700 39,819 39,826 2049/11/10
91　住宅機構ＲＭＢＳ 0.8400 41,075 40,939 2049/12/10
123　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4600 70,114 66,958 2052/08/10
127　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4000 71,870 68,175 2052/12/10
128　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4200 70,525 67,069 2053/01/10
129　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4600 144,244 137,392 2053/02/10
130　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4200 360,780 342,741 2053/03/10
133　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4200 290,700 275,787 2053/06/10
134　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3900 73,248 69,153 2053/07/10
135　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3900 73,498 69,367 2053/08/10
136　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4400 74,158 70,309 2053/09/10
139　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4600 74,406 70,648 2053/12/10
140　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3800 741,500 699,086 2054/01/10
141　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3600 757,180 711,446 2054/02/10
142　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3200 230,418 215,878 2054/03/10
143　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3100 154,476 144,296 2054/04/10
146　住宅機構ＲＭＢＳ 0.2100 473,052 438,046 2054/07/10
147　住宅機構ＲＭＢＳ 0.2100 392,615 363,443 2054/08/10
148　住宅機構ＲＭＢＳ 0.1500 793,310 730,003 2054/09/10
152　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3300 408,405 381,327 2055/01/10
153　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3400 164,168 153,234 2055/02/10
154　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3000 248,163 230,816 2055/03/10
164　住宅機構ＲＭＢＳ 0.3300 87,106 80,782 2056/01/10
178　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4800 91,143 85,528 2057/03/10
179　住宅機構ＲＭＢＳ 0.4600 91,317 85,381 2057/04/10
188　住宅機構ＲＭＢＳ 1.0200 380,360 377,925 2058/01/10
189　住宅機構ＲＭＢＳ 1.0100 285,453 283,283 2058/02/10
190　住宅機構ＲＭＢＳ 1.0900 1,435,905 1,436,192 2058/03/10
191　住宅機構ＲＭＢＳ 0.9500 1,250,574 1,234,191 2058/04/10

小 計 － 15,983,583 15,782,460 －

普 通 社 債 券

64　アイフル 0.9700 200,000 200,192 2024/06/14
92　東日本高速道 0.0510 2,100,000 2,101,052 2024/06/20
５　サントリー食品 0.0010 300,000 300,111 2024/07/08
１　明治安田2019基 0.2900 1,000,000 1,000,658 2024/08/02
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

549　関西電力 0.2700 300,000 300,039 2025/05/23
98　トヨタフアイナンス 0.2100 300,000 299,407 2025/10/21
30　ＫＤＤＩ 0.2100 300,000 299,289 2025/10/27
37　ソニーＧ 0.2800 600,000 598,397 2025/12/08
65　アイフル 0.9400 1,200,000 1,195,836 2025/12/12
55　日本精工 0.3000 100,000 99,684 2026/03/06
23　ＪＡ三井リース 0.3000 400,000 398,300 2026/03/09
16　アサヒグループＨＤ 0.0800 100,000 99,372 2026/03/13
19　ＪＡ三井リース 0.1300 400,000 395,952 2026/09/03
40　大和証券Ｇ本社 0.5750 200,000 199,835 2026/11/27
65　西日本高速道 0.1000 500,000 496,375 2026/12/18
67　アイフル 0.9000 500,000 495,792 2027/01/26
511　九州電力 0.5100 400,000 400,484 2027/02/25
39　芙蓉総合リース 0.3500 300,000 299,878 2027/02/26
９　三菱ＵＦＪＦＧ　ＦＲ 0.7700 1,300,000 1,297,580 2027/03/05
49　東京電力ＰＧ 0.6000 1,000,000 996,471 2027/04/26
14　ＬＩＸＩＬ 0.4750 300,000 298,777 2027/08/27
16　長谷工コ－ポ 0.3000 300,000 296,497 2027/11/26
38　ソニーＧ 0.4500 100,000 99,330 2027/12/08
15　セブンアンドアイ 0.2800 300,000 297,046 2027/12/20
31　いすゞ自動車 0.2700 300,000 294,530 2028/02/04
17　みずほリース 0.7640 900,000 902,828 2028/03/01
２　日鉄住金物産 0.3950 600,000 591,996 2028/03/03
18　長谷工コ－ポ 0.5690 200,000 199,247 2028/03/15
99　中日本高速道 0.4400 400,000 399,569 2028/03/28
16　クボタ 0.4790 400,000 397,892 2028/04/20
１　ＳＯＭＰＯＨＤ 0.4790 1,200,000 1,188,748 2028/04/27
103　東日本高速道 0.4340 300,000 299,524 2028/04/28
142　三菱地所 0.4300 200,000 198,806 2028/05/02
29　東急不動産ＨＤ 0.4500 100,000 98,893 2028/06/01
37サツポロホールデイング 0.4500 600,000 592,387 2028/06/06
82　三井不動産 0.3600 500,000 494,860 2028/06/06
95　クレデイセゾン 0.4400 500,000 494,397 2028/06/09
213　オリツクス 0.4250 700,000 691,959 2028/06/13
81　ホンダフアイナンス 0.3890 100,000 99,250 2028/06/20
34　沖縄電力 0.3650 700,000 692,987 2028/06/23
62　京成電鉄 0.3800 100,000 99,013 2028/07/20
10　エア・ウオーター 0.4050 400,000 395,736 2028/07/21
34　東京センチユリー 0.2200 600,000 586,712 2028/07/21
14　西松建設 0.6000 1,700,000 1,685,216 2028/07/27
112　住友不動産 0.4900 2,700,000 2,682,366 2028/08/09
101　中日本高速道 0.4390 500,000 498,626 2028/08/17
28　ＮＴＴフアイナンス 0.6140 800,000 798,200 2028/09/20
41　大和証券Ｇ本社 0.8580 100,000 99,972 2028/11/28
220　オリツクス 0.7230 1,300,000 1,298,038 2028/11/29
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

19　長谷工コ－ポ 0.8470 400,000 401,788 2028/12/14
85　ホンダフアイナンス 0.6580 400,000 400,949 2028/12/20
115　住友不動産 0.6280 1,500,000 1,497,288 2028/12/21
44　丸井グループ 0.6290 400,000 396,353 2029/01/23
28　ＪＡ三井リース 0.6340 200,000 198,241 2029/01/25
99　クレデイセゾン 0.6290 600,000 595,672 2029/01/31
40　芙蓉総合リース 0.7070 200,000 199,845 2029/02/28
23　みずほリース 0.6930 900,000 899,302 2029/02/28
85　アコム 0.7420 1,700,000 1,698,684 2029/02/28
12　西松建設 0.6000 400,000 394,838 2029/03/01
40　ソニーＧ 0.6270 700,000 699,500 2029/03/07
31　マツダ 0.8670 300,000 299,788 2029/03/07
10　三菱ＵＦＪＦＧ　ＦＲ 1.0290 1,400,000 1,397,957 2029/03/07
40　東京センチユリー 0.6970 500,000 499,645 2029/03/07
28　ＫＤＤＩ 0.3550 200,000 196,596 2029/04/26
450　中国電力 0.5790 1,000,000 992,436 2029/07/25
21　アサヒグループＨＤ 0.8700 500,000 504,764 2030/03/08
17　ＪＥＲＡ 0.9000 1,300,000 1,308,599 2030/04/25
２　ＪＥＲＡ 0.3900 800,000 777,608 2030/10/25
536　関西電力 0.4400 200,000 195,072 2030/12/20
27　トヨタ自動車 0.2190 1,200,000 1,161,692 2031/03/18
73　電源開発 0.3100 500,000 480,949 2031/05/20
494　九州電力 0.3100 200,000 192,358 2031/05/23
536　東北電力 0.2900 500,000 477,778 2031/09/25
50　東京電力ＰＧ 0.9400 900,000 882,392 2032/04/26
143　三菱地所 0.9000 100,000 99,122 2033/05/02
12サントリーホールデイング 0.8000 200,000 196,252 2033/05/25
448　中国電力 0.9200 1,000,000 987,877 2033/05/25
516　九州電力 0.9200 300,000 296,363 2033/05/25
385　北海道電力 1.0300 1,400,000 1,395,370 2033/05/25
26　ＮＴＴフアイナンス 0.8380 2,100,000 2,065,110 2033/06/20
34　東京建物 0.8800 900,000 871,072 2033/07/06
30　ＮＴＴフアイナンス 1.2130 500,000 507,200 2033/09/20
14野村総合研究所 1.2230 600,000 609,024 2033/12/07
23　日立製作所 1.1840 1,300,000 1,316,844 2033/12/14
５　東京電力ＲＰ 1.4310 200,000 199,825 2034/02/28
41　ソニーＧ 1.0010 700,000 699,427 2034/03/07
１　東急不動産劣ＦＲ 1.0600 400,000 399,768 2055/12/17
１　東北電力劣後ＦＲ 1.5450 1,400,000 1,422,626 2057/09/14
１芙蓉総合リース劣ＦＲ 1.8490 600,000 607,666 2057/12/14
１　ＪＥＲＡ　劣後ＦＲ 2.1440 600,000 618,676 2057/12/25
２　東急不動産劣ＦＲ 1.2400 500,000 475,994 2060/12/17
１　中国電力劣後ＦＲ 0.8400 400,000 377,621 2061/12/23
１　武田薬品劣後ＦＲ 1.7200 1,000,000 1,004,806 2079/06/06
２　サントリーＨＤ劣後ＦＲ 0.3900 600,000 599,560 2079/08/02
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

１　大阪瓦斯　劣ＦＲ 0.4400 600,000 590,506 2079/12/12
２　大阪瓦斯　劣ＦＲ 0.6000 200,000 191,121 2079/12/12
２　東京センチユリー劣ＦＲ 1.3800 1,800,000 1,802,365 2080/07/30
１アサヒグループＨＤ劣ＦＲ 0.9700 1,300,000 1,300,163 2080/10/15
１　九州電力劣後ＦＲ 0.9900 400,000 400,171 2080/10/15
３　九州電力劣後ＦＲ 1.3000 500,000 491,678 2080/10/15
５　三菱地所劣後ＦＲ 0.6600 400,000 398,567 2081/02/03
１　丸紅　劣後ＦＲ 0.8200 1,000,000 993,368 2081/03/04
７　三菱商事劣後ＦＲ 0.5100 700,000 691,603 2081/09/13
１　関西電力劣後ＦＲ 0.8960 500,000 497,732 2082/03/20
３　関西電力劣後ＦＲ 1.2590 100,000 96,922 2082/03/20
４　損保ジヤパン劣ＦＲ 2.5000 1,500,000 1,553,005 2083/02/13
４　サントリーＨＤ劣後ＦＲ 1.1740 300,000 299,803 2083/03/22
21　三菱ＵＦＪＦＧ劣ＦＲ 1.9120 2,300,000 2,309,959 －（※）
15三井住友ＦＧ劣ＦＲ 1.8440 1,600,000 1,600,459 －（※）

小 計 － 73,300,000 72,965,865 －
合 計 － 304,415,583 296,898,667 －

※償還年月日欄に（※）の記載がある銘柄は永久劣後債であり、償還期限の定めがありません。一定の場合を除いて償還されずに利払いが

継続される債券のことをいいます。

投資信託財産の構成� （2024年３月６日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 296,898,667 89.0
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 36,727,938 11.0
投 資 信 託 財 産 総 額 333,626,606 100.0

(2) 先物取引の銘柄別期末残高

銘 柄 別
期 末

買 建 額 売 建 額

国
内

百万円 百万円
長 期 国 債 27,091 －
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国内債券マザーファンド（Ｂ号）

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2024年３月６日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 333,549,946,147円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 31,269,800,523

公 社 債(評価額) 296,898,667,828

未 収 入 金 4,531,688,100

未 収 利 息 528,987,284

前 払 費 用 86,963,849

差 入 委 託 証 拠 金 233,838,563

(B) 負 債 4,946,743,149

未 払 金 4,938,190,000

未 払 解 約 金 8,480,103

そ の 他 未 払 費 用 73,046

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 328,603,202,998

元 本 241,300,754,901

次 期 繰 越 損 益 金 87,302,448,097

(D) 受 益 権 総 口 数 241,300,754,901口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 13,618円

※当期における期首元本額212,034,711,088円、期中追加設定元本

額48,966,265,657円、期中一部解約元本額19,700,221,844円で

す。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※期末における元本の内訳は以下の通りです。

三井住友・年金プラン30� 1,094,163,769円

三井住友・年金プラン50� 1,112,177,375円

三井住友・年金プラン70� 407,910,409円

三井住友・ＤＣバランスファンド（安定型）� 107,979,205円

三井住友・ＤＣバランスファンド（安定成長型）� 234,429,022円

三井住友・ＤＣバランスファンド（成長型）� 83,436,122円

三井住友・ＤＣ国内債券アクティブ� 301,120,591円

三井住友・日本債券年金ファンド� 4,352,169,731円

ＳＭＡＭ・年金国内債券アクティブファンド（適格機関投資家専用）� 3,218,596,821円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ安定型（適格機関投資家専用）� 73,728,820円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ株４０型（適格機関投資家専用）� 1,463,054円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ株６０型（適格機関投資家専用）� 91,992円

ＳＭＡＭ・バランスファンドＶＡ株８０型（適格機関投資家専用）� 42,596円

バランスファンドＶＡ（安定運用型）＜適格機関投資家限定＞� 86,564,815円

三井住友／FOFs用日本債Ｆ（適格機関投資家限定）� 230,226,880,579円

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2023年３月７日　至2024年３月６日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 1,812,843,725円

受 取 利 息 1,822,246,476

支 払 利 息 △     9,402,751

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △ 1,909,958,505

売 買 益 2,621,640,252

売 買 損 △ 4,531,598,757

(C) 先 物 取 引 等 損 益 379,145,620

取 引 益 825,403,500

取 引 損 △   446,257,880

(D) そ の 他 費 用 等 △       875,165

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 281,155,675

(F) 前 期 繰 越 損 益 金 76,513,240,560

(G) 解 約 差 損 益 金 △ 7,400,511,141

(H) 追 加 信 託 差 損 益 金 17,908,563,003

(I) 合 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ) 87,302,448,097

次 期 繰 越 損 益 金(Ｉ) 87,302,448,097

※有価証券売買損益および先物取引等損益は期末の評価換えによ

るものを含みます。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。

お知らせ
＜約款変更について＞

　該当事項はございません。
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